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1.は じ め に
近年,全 国的な注目を集めて きた東京都中野区における教育委員準公選のとりくみは,実施










義一に新 しい光をあて発展 させるとともに,その具体的 しくみ(方 式)に ついても,さ まざま
な創意と工夫がみ られるところに,重要な特徴 と意義がある。教育委員の準公選制は,初 めて
当面の実践的課題 として押 しあげられ,そ れによって本格的な理論的検討の対象 となったので
ある。 したがって,中 野区でのとりくみのなかでは,多 くの実践的,理論的課題が陸続 と出さ
れて きており,争点 も少なくない。おそらく,眼前に迫っている第1回 の区民投票の実施結果
は,そ のなかのいくつかの論点にたい して有効な解答を 与えて くれるであろう。 また,そ れ
は,理論的課題の解明にとって も具体的で豊富な素材を提供するであろう。
本稿では,教 育委員準公選制の理論的検討の前提的な基礎作業 として,ま ず,中 野区におけ



















③ 「特別委」は,参 考人からの意見聴取,2日間にわたる公聴会,有 志議員による沖縄県下
教育委員会の事情調査などをふ くみ,お よそ3ケ月におよぶ慎重な審議,調 査を行ない,賛 成
会派の共同修正提案を受け入れ,12月12日(特別委)お よび12月15日(本会議)条 例を修正可
決 した。
④ 区長は条例議決は違法であるとして,地方 自治法176条4項にもとづき 「再議」の請求
を行 うが,議 会は即 日(12月26日),同条例を再可決(賛 成26,反対20)する。(なお,176
条1項 による 「再議」の場合は3分 の2の議決が必要であるとされており,も し区長がこの途
を選択 したなら,区議会の構成か らみて,条 例は否決された。)
⑤ 再可決された条例をなお違法とする区長は,自治法176条5項にとづき美濃部知事(当
時)に たい し,上記議決の取 り消 しの裁定を求める審査の申 し立てを行なった(79年1月8日)。
都知事は,4月5日,「議決は合法である」として区長の申し立てを棄却する裁定を行な う。
⑥ 都知事裁定を受けた区長は,な お 「条例は違法 との認識を払拭し得ない」との立場を表















⑨ 専門委員報告 とそれを受 けて構想された区民投票実施要綱にもとづき,青 山区長は3月
区議会に,条 例によって10月実施が予定されている区民投票実施の教育委員選任事務経費予算
(約3,937万円)を提案する。 ところが,先 の区長選挙後野党に転 じた公明,民 社の両会派は,
条例制定に賛成したにもかかわらず,10月実施に反対し,当初から条例に反対 してきた自民お
よび新自由クラブ(但 し,条例議決時には議席はなかった)と 結んで 「区民合意 ・議会合意が
できていない」ことを理由に,区民投票実施経費予算全額を否決(但 し,広報費約658万円は





会」「教育委員の区民投票を成功 させる中野区連絡会」(3月14日結成)お よび同 「全都連絡会」
(3月24日結成)は,連 日議会の傍聴を行なうとともに,準公選の意義と現状を訴えるチラシの
区内全戸配布,駅 頭での署名 ・宣伝活動,区 民集会などを行ない,区民の関心 と世論を高める
努力を重ねた。区が5月 に実施 した 「準公選に関す るアンケー ト調査」(回答者709名,回収率
71.2%)では,43.3%の人が準公選に関心を示し,46.8%の人が10月区民投票に参加すると答
えた。また,全 国の研究者878名の連署による 「中野区教育委員の準公選の実施を支持する教
育学者 ・法学者の声明」(5月23日)などが公表されるなど,区 内外の世論 も徐々に高まりを
見せた。
⑪6月26日 に始まった6月 議会は,準 公選条例が 公布 されて以降の最大のヤマ場となっ
た。区長は再度,準 公選実施経費を補正予算に内示 した。条例制定に賛成 しながら3月議会で
実施予算の削除に組 した公明 ・民社の両会派は,区民の関心の高まりを前に して,実 施予算を
再び否決する正 当な根拠を失 っていた。保守会派も,3月議会では,公 ・民との提携のために
違法論の主張を下ろし,準公選制の広報費 と激特委設置を認めたことか ら,再度,違 法論を正
面に打 ち出 した予算の否決はむずか しかった。一方,準 公選推進与党にとって も,17:31とい
う少数派としての厳 しい現実があった。このような なか で,与 野党間での妥協策が模索され
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た。その結果,7月4日,全 会派一致で条例改正案が可決され,改 正条例に即 した実施予算は
改めて9月 議会に提出されることになった。
⑫ 改正された要点はつぎの通 りである。イ)区民提票は郵便投票方式となる,ロ)区 民投
票の結果の 「尊重」が 「参考」に変更される。ハ)「2年ごと」の投票が 「4年ごと」になる。
二)「定数」の明記が削除される(教育長候補は区民投票による候補者以外からも選びうる),
ホ)立候補者の推せん署名数が 「60人以上」か ら 「60人以上100人未満」と上限が規定される,
へ)第1回 区民投票が,80年10月から81年2月末日までとなる。以上のように,当初条例 と比








区民投票条例と略称),伺 「施行規則」,区民投票実施本部 「立候補者の手引」(以下,手 引と
略称)教 育委員選任問題専門委員 「教育委員選任問題に関する報告」(以 下,専 門委員報告と
略称)の4つ の法令および文書によって,そ の詳細を知ることができる。.
(1}区民投票制度の趣旨と基本的性格
区民投票制度の基本的趣旨は,区民投条例第1条 で,つ ぎのようにうたわれている。 「日本'
国憲法㍉教育基本法の精神に基づき,区長が,地方教育行政の組織及び運営に関する法律第4
条に定める教育委員会の委員を任命するに先立ち,区民の自由な意志が教育行政に反映される
よ う民主的な手続きを確保 し,も って教育行政の健全な発達を期する」と。そ して,条 例第2





と(た とえば直接公選制)は,国 の立法政策をまたざるをえないことは自明である。 しか し,
首長が教育委員候補者を選定するにあたって,住 民が自己の意志を表明 し,広 く住民の意志を







投票という形で参加 していく住民参加の しくみ」(専門委員報告)で あり,「住民参加の手続と
しての区民投票」(「手引」)といえることである。
区民投票制度の第3の 基本的性格として強調されている点は,これが一般の政治選挙におけ














際,推 せん書のほか,立 候補届,住 民票の写,・宣誓書(禁 固以上の刑に処せ られた者でない旨












るものとする」(同施行規則22条)となっている。 これをうけて,区 民各層か ら任命された 「教
育委員選任問題区民会議」の提言にもとづき,「教育委員選び区民投票に関する協定書」(案)
が作成されている。
投票運動の性格として強調されている点は,つ ぎの2点 である。第1は,区 民間での話 し合
いと運動の自由が保障されていることである。いうまで もなく,金品で区民の自由な意志を預
ったり,他人を誹誇中傷 したり,社会常識を超える行為で区民生活に迷惑をかける言動は禁 じ





第2は,投 票運動において,「 教育の中立性」と 「公正」を確保するための工夫がなされてい
ることである。協定書(案)で は投票活動を政治選挙などの自前運動やその他の目的に利用す
ることが禁 じられるとともに,宣 伝カーの運行,氏 名等の連呼行為,新 聞広告,ビ ラ・印刷ハ
ガキなどまとまった費用を要する文書の大量配布 も行なわないこととなっている。 「文化的投
票制度」たるこの投票運動が,組 織力と資力をもった政党や労働組合などが前面に立って,激
しい運動を展開することにより,政治的抗争がス トレー トにもち込まれたり,区民1人 びとり
の活動が事実上圧迫をうけ,後退をよぎな くされることがないようにするための配慮 といえよ





協定書(案)では投票運動に関 して一定の制約がなされている反面,立 候補者の氏名 ・経歴,
主張,見 解,抱 負などに関する情報提供は公営化されている。すなわち,立 候補者の共同ポス
ターの作成と掲示,公 報の発行と全戸配布(投 票ハガキと共に郵送),区報 ・広報宣伝車による
情報提供,立 候補者が配布するビラ用紙の交付(10,000枚),共同意見発表会開催(2回),座
談会等の会場提供などがそれである。また,立 候補者に対する 「教育委員選び区民投票に関す







また区民投票実施本部は,各世帯 ごとに,公報 と個人あての投票ハガキを,投 票期限10日前
までに送付する。区民は,送 付を受けた日から投票期限までの間に,投 票ハガキを投函する。
投票は1人1票,単 記,無 記名で自書することとなっている(但 し,点字および自書できない
者の意思にもとついた代書 も可)。
(3)投票結果の公表とそのとり扱い
区民投票条例9条 によ'り,区民投票の結果は,区民に対 しすみやかに公表 されねばならない
と規定されている。結果の公表は区報によって行われる(施行規則50条)。
さきにふれたように,区 民は教育委員候補者の選定にあたり,区民投票の結果を 「参考にし
なければならない」(区 民投票条例2条)と されている。当初条例にうたわれていた 「尊重」
が改正された ものであるが,実 質的にはその意味するところは大同小異 といえよう。当面,81




くの論議がなされ,ま た,準 公選に対する批判者の批判の焦点の1つ ともなった点である。過
去に行われた区長準公選制の場合は,1人 の区長候補者を選定すれば足りるのであ り,一般的
には区民投票での第1位 の得票者をそのまま候補者に選定することが当然視 され,品 川区にお
いて もその通 り運用 された。 しか し,5人 の委員から構成されている合議制の執行機関たる教
育委員会の委員の選定は,同 時に複数の候補者を選定する場合 も多く,また,既存の教育委員
との構成のバ ランス,法定の資格や欠格条項との関連 も勘案 しな くてはな らない。さらに,常
勤の教育長を兼ねる委員候補者が対象 とされる場合 もある(中 野区の場合,条 例改正で教育長
候補たる教育委員は,区民投票の対象からはずす ことも可能になったため,こ の点に関する難
点 は一応解消 したといえる)。このように,区 長準公選制 と比べ教育委員の場合は事態は単純
ではないといえるのである。
区民投票結果の 「尊重」(ないしは 「参考」)の規準については,専門委員報告のなかで,さ





・性別 ・職能別などにかかわる要素,③ 教育 ・文化に関する識見が社会的に顕著で あ る こ と
(教育委員としての実績も含まれる)な どである。2つ は,「消極的要素」(排除的要件)と し
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て,① 決定の欠格条項(地 教行法4条2項)お よび同一所属政党委員の制限条項(同 条3項)
にあたること,②区長と締結 した協定に違反 した事実の判明,な ど。3つ は,区 民投票の投票






4.主 な 論 点
中野区において,住民運動として準公選条例の直接請求運動が起こされてか ら,第1回 の区
民投票の実施が具体的に確定するまでの過程で,準 公選問題に関する多 くの論議が重ねられ,
論点 もかなり明確になってきている。筆者自身 もすでに若干の発言をしてきているが,こ こで
は,そ れらを整理 し列挙することにとどめ,全 面的な検討は他 日を期すことにしたい。
論点は多岐にわたるが,と りあえず,そ れらを運動論ない しは政策論にかかわるもの,法律
論にかかわるもの,教育の原則にかかわるもの,教 育委員準公選の本質論一基本的意義と性格
一にかかわるも'の,制度の具体的しくみに関するもの,教 育をよ くすることとどう結びつ くの
かという 「実益」論にかかわるもの,そ の他に分けることができよう。'
第1の 運動論,政 策論にかかわる論点 としては,まず,教 育委員の準公選制という理念的か
つ制度改革の課題が当面の運動の重点的,優先的課題としてかかげることが果 して 適切なの
か,と いうものである。すなわち,教育の荒廃といわれる状況が広 く深 く存在 している今 日,
非行問題,低 学力問題,教 育条件の整備問題などさし迫った切実な要求と課題が山積みされて
おり,これらの個々の要求を実現する課題 こそ,優 先されるべきであって,準公選問題は教育
運動の当面の重点課題 としてはふさわしくない,と するものである。これともかかわって もう
1つの論点は,時期尚早論 ともいうべきものである。すなわち,多 くの父母,住民は教育委員
会とは何かについてほとんど知 らされていず,'関心 もうすいのが現状であり,こ うした事態の




第2の 法律論にかかわる論点の中心は,い うまでもなく,準公選制の適法性をめ ぐる問題で
ある。条例案の区議会上程に際 して添付 された 「区長意見」(78年9月18日),文部省見解(78
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年12月12日)および若干の論者(5Jによって主張された違法(性)論 の核心はつぎの点にある。




と方式を 「住民参加の1方式 としての投票制度」 としてね り上げていったこ と に よ り,理論
的,実 際的に回答が与えられたといえよう。
第3の 教育の原則にかかわる論点の核心は,準公選制が教育および教育行政の政治的中立を








報告のなかで うち出され鮮明になったものである。 とりわけ,「住民参加の1方式 としての投
票制度」 「文化的投票制度」 という性格規定は,新鮮な問題提起であり,理論的にはなお論議
の余地を残 していると思われるが,中 野区でのその後のとりくみに大いなる指針となったこと






な形態が可能な方式 であ り,かつての公選制へのス トレー トに結びつ くものではない,と する
新 しい位置づけが提示されたのである。1論 者が指摘 しているように{8},ここでいわれる準公
選制が,従 来の公選制か任命制かの論議を止揚する第3の 制度た りうるのかについては,さ ら





(学校)へ の父母 ・住民の参加を含んだ国民の教育参加をどう構想するか,な どの検討が必要
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であろう。しか し,教育にたずさわる関係者,機 関 ・組織の間に民主的な社会関係 を う ち立


















(7)西山邦一 「教育委員準公選の論点」r季刊教育法』34号,1979年冬季号所収,松 原治郎 「教育委員準
公選制の意味と展開」同前誌35号,1980年春季号所収,兼 子,西 山ほか 「座談会 ・追求 ミ自治の原
理ミー中野区教育委員準公選の現状」r地方 自治職員研修』151号(公務職員研修協会,1980年4月
号)所収,な ど参照。
(8)小川利夫 「教育の住民自治拡充と確立への課題一書評 ・r教育委員の準公選』一」r季刊教育法』36号,
1980年夏季号所収。
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